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答  申  書 
 
１ はじめに 

⽔道事業は、⽔道法に基づき、住⺠の⽇常⽣活や社会経済活動に不可⽋な⽔を安全
かつ安定的に供給するという重要な役割を担っている。また、公営企業として「独立採
算制」を基本原則として運営されており、使用者からの給⽔収益を主な財源として成
り立っている。 

  しかしながら、現在の⽔道事業を取り巻く経営環境は、少子高齢化の進展に伴う人
口減少に加え、単身世帯や核家族化の増加が進み、更に節⽔機器の普及等による節⽔
型社会の定着に伴って⽔需要の減少が続いている。一方、⽔道施設の老朽化対策や耐
震化等の強靭化にかかる経費は年々増大しており、経営環境は厳しさを増している。
このような社会情勢の変化に柔軟に対応し、⽔道事業を持続可能なものとするために
は、効果的な取組みによる経営基盤の強化を推進することが不可⽋である。 

  本⽔道事業においては、令和４年４月に平均改定率 15％の料金改定を実施したとこ
ろであるが、⽔道ビジョンの基本理念を将来にわたり実現していくためには、今後も
収入不足の改善が引き続き、避けられない課題となっている。 

  このような状況の中、本審議会は令和８年４月 22 ⽇に管理者（扶桑町⻑）より「丹
羽広域事務組合の⽔道料金について」の諮問を受けた。これにより、本⽔道事業の現
状及び投資・財政計画等の関連資料に基づき、これまで全 4 回にわたり慎重かつ多角
的な審議を重ねてきた。ここに審議の結果、一定の結論を得たので、以下のとおり答
申する。 

 
２ 適正な⽔道料金について 
（１）料金改定の必要性 
   本⽔道事業における⽔道料金について、慎重に審議を重ねた結果、次の理由によ

り、早期に料金改定を実施することが不可⽋であることの結論に達した。 
ア 収入の減少傾向と経営環境の悪化 

    人口減少等の進行や使用者の節⽔意識・節⽔型機器の定着に伴い、有収⽔量は
減少の一途を辿っており、これに比例して⽔道料金収入も右肩下がりの状況が続
いている。 

イ エネルギー価格及び県営⽔道料金の高騰 
    本⽔道事業では、令和４年４月に⽔道料金の改定を行ったところであるが、そ

の後に⽣じた世界情勢の変化に伴うエネルギー価格の高騰は、管理運営コストに
著しい打撃を与えている。 

    更に県営⽔道料金については、段階的に値上げが行われており、今後も更なる
値上げが予想されることから、事業経営の圧迫要因となっている。 
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ウ 施設更新・耐震化への対応と諸物価の高騰 
    このような厳しい環境下において、耐震化工事等の事業計画の見直しを図り、

経費削減に努めてきたものの、事業経営はますます厳しさを増している。一方で、
安全・安心な⽔を届けるためには、老朽化した管路や施設を中心に適時適切な更
新・耐震化を進めることが不可⽋である。しかしながら、近年の著しい資材価格
や人件費の高騰により、工事費、管理運営コストは膨らみ続けている。 

    このようなことから、将来にわたり安全・安心・持続可能な⽔道サービスを確
実に維持していくためには、徹底した経営努力を前提としつつも、急激な費用増
加と収入減少に対応した適正な⽔道料金体系への見直し（料金改定）を講じるこ
とが極めて切実かつ不可避な状況である。 

 
（２）料金算定期間 
   ⽔道事業者が⽔道料金を設定・改定する際の大綱的指針である公益社団法人⽇本

⽔道協会が策定した「⽔道料金算定要領」においては、料金算定期間は、概ね３年
から５年を基準として定められている。 

   本⽔道事業における⽔道料金の算定期間についても、施設更新の需要や中⻑期的
な経営環境の動向を総合的に見据えることが不可⽋である。 

   特に近年は、物価高騰やエネルギー価格の変動、人口減少に伴う有収⽔量の減少
傾向等、経営を取り巻く不確定要因が増大している。こうした中⻑期的な経営状況
の変化に対応しつつ、社会経済情勢等の急激な変化にも柔軟かつ、適正に対応でき
るよう、料金算定期間は、令和９年度から令和 13 年度の５年間とすることが妥当で
ある。 

 
（３）資産維持率 
   資産維持費を構成する資産維持率について、前述の「⽔道料金算定要領」におい

ては、将来にわたる施設の更新・再構築を円滑に推進し、持続可能かつ、永続的な
給⽔サービスを確保するための標準的⽔準として、料金算定期間における対象資産
の３％が提示されており、各⽔道事業者が置かれた創設時期や中⻑期的な資産管理
に基づく施設更新の進捗状況等を総合的に勘案して決定するものとされている。 

   本審議会において検証を行った結果、標準値である３％をそのまま適用した場合、
改定幅が甚大となり、使用者及び地域経済に対する影響は極めて大きいことが確認
された。 

   従って、今回の料金改定においては、現時点で保有する内部留保資金を有効に活
用しながら着実に施設整備を推進することを考慮しつつ、今後の経営環境の変化に
応じて定期的な料金改定・見直しを持続して実施していくことを前提条件として、
財政シミュレーションで算定した必要最低限となる 0.62％が妥当である。 
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（４）料金改定率 
   ⽔道事業は「経費の維持管理及び資本の回収を料金等の収入をもって賄う」独立

採算制を原則としている。この基本原則に鑑み、持続可能な経営基盤を確立して、
将来にわたり安全・安心な⽔道⽔を安定的に供給するとともに、更新投資の先送り
による将来世代への負担を回避・軽減するためには、事業に必要な経費を適正な⽔
道料金によって、適正に回収することが不可⽋である。 

   本審議会においては、中⻑期的な需要予測及び施設・管路の更新需要並びに物価
高騰等に伴う管理運営コストの動向を踏まえ、慎重に審議を重ねた結果、健全な経
営体制を維持しつつ、老朽化対策を確実に取り進めるためには、平均改定率 16％の
引き上げを行うことが妥当である。 

 
（５）料金改定時期 
   今後の事業運営に伴う収支見通し並びに事業計画・更新計画等を総合的に勘案し

た結果、事業の健全な経営基盤を維持し、将来にわたり安全・安心な⽔道⽔を安定
的に供給し続けるためには、然るべき時期での料金改定が不可⽋である。 

   具体的には、中⻑期的な財政見通し及び今後の事業計画等を踏まえ、改定に伴う
使用者や経済活動への影響を考慮した周知・準備期間を適正に確保する観点からも、
料金改定の時期については、令和９年 10 月１⽇とすることが妥当である。 

   また、中⻑期的な経営環境の変動や物価動向、施設更新の進捗状況等を定期的に
検証し、適切な経営健全性を確保する観点から、今後は概ね 5 年毎に事業計画及び
収支状況を点検し、必要に応じて料金の見直しを行うことが必要である。 

 
（６）料金体系 
  ア 基本料金と従量料金の配分割合について 
    ⽔道料金の体系の在り方は、受益者負担の原則に基づき、使用者に対して公平

な料金負担を求めるものであり、同時に健全な事業運営を維持できるよう料金収
入の安定性を確保するものでなければならない。 

    平成 25 年 3 月に厚⽣労働省が策定した「新⽔道ビジョン」においては、今後の
料金見直しの方向性として、人口減少等に伴う⽔需要の増減に収入が左右されに
くい体系へと移行することが示されている。併せて、急激な変更に伴う使用者へ
の影響を考慮し、「現行の料金制度から使用者の影響の小さい範囲で徐々に基本料
金で費用を回収するような体系に変更していくことが重要である。」とされている。 

    本⽔道事業の料金構造においては、⽔道の使用⽔量の有無に関わらず、固定的
に量⽔器口径に応じて負担する「基本料金」と、使用⽔量に応じて変動的に負担
する「従量料金」から構成される「二部料金制」を採用している。この仕組みは、
原価の性質に応じた合理的な料金徴収方法であることから、今後とも継続して採
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用することが望ましい。 
    なお、基本料金と従量料金の配分割合については、収入の安定性と使用者間の

負担の公平性の双方に配慮し、以下のとおりとすることが妥当である。 
 
  イ 基本料金 
    基本料金は、使用⽔量の有無に関わらず、固定的に量⽔器口径に応じて負担し

ていただく料金であり、料金収入における基本料金の割合を増加させることは、
使用⽔量が減少した場合であっても料金収入の大幅な減少を回避し、安定した事
業経営を可能とする効果がある。 

    本⽔道事業においては、今後の人口減少に伴い、⽔需要の減少が進み、これに
起因する料金収入の減少が確実視されていることから、経営基盤の安定化に向け
て基本料金の割合を増加させることが不可⽋である。 

    一方で、基本料金の割合を増加させることは、使用者の負担感や⽣活へ与える
影響が極めて大きいことに配慮する必要があり、過度な急増を避け、段階的に割
合を増加させていくことが妥当である。 

    これらを踏まえ、今回の料金改定においては、料金収入における基本料金の割
合を 30％と設定する。併せて、本⽔道事業が一般家庭に対して量⽔器口径 20ｍｍ
の使用を推奨している実情に応じ、若干の調整を行いつつ、現行の基本料金に対
して一定の率を乗じる手法をとることにより、口径間の料金体系の割合について
は、概ね現行⽔準を維持することが妥当である。 

 
  ウ 従量料金 
    従量料金は、使用⽔量に応じて変動的に負担している料金である。本来、費用

負担の公平性を確保する観点からは、均一単価が望ましいとされているが、本⽔
道事業においては、使用⽔量が多くなるにつれて単価が高くなる「逓増型料金体
系」を採用してきた。 

    この逓増型料金体系が導入された背景には、かつて想定されていた⽔の多量使
用を抑制する目的があった。しかし、近年の⽔需要の全体的な減少に伴い、多量
使用抑制の必要性は希薄化しており、現状にそぐわない料金構造となっているこ
とから、逓増度そのものを見直す必要性が⽣じた。 

    逓増度が高い料金体系の下では、多量使用者の⽔需要が減少した際、単価の高
い⽔量区分における収入が大きく落ち込むため、事業全体の料金収入の大幅な減
少を招くリスクを抱えている。 

    従って、今後の料金設定にあっては、⽔需要減少傾向の現状を踏まえ、一般家
庭等の少量使用者の負担に十分配慮しつつも、料金収入の安定化を図る観点から、
逓増度を極力緩やかにすることが妥当である。 
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  エ ⽔道料金表 
    上記のアからウを踏まえ、⽔道料金表については、下記のとおりとすることが

妥当である。 
⽔道料金（１か月あたり：税抜き） 

口径 基本料金 
従量料金（１㎥当たり） 

1〜10 ㎥ 11〜20 ㎥ 21〜30 ㎥ 31〜40 ㎥ 41 ㎥以上 
13ｍｍ 800 円 

59 円 125 円 187 円 221 円 225 円 

20ｍｍ 1,420 円 
25ｍｍ 2,400 円 
30ｍｍ 6,500 円 
40ｍｍ 11,000 円 
50ｍｍ 22,000 円 
75ｍｍ 51,500 円 

 
[参考] 
現行⽔道料金（１か月あたり：税抜き） 

口径 基本料金 
従量料金（１㎥当たり） 

1〜10 ㎥ 11〜20 ㎥ 21〜30 ㎥ 31〜40 ㎥ 41 ㎥以上 
13ｍｍ 600 円 

47 円 113 円 175 円 209 円 213 円 

20ｍｍ 1,240 円 
25ｍｍ 1,800 円 
30ｍｍ 4,800 円 
40ｍｍ 8,200 円 
50ｍｍ 16,500 円 
75ｍｍ 39,000 円 

 
３ 付帯意見 
（１）経営努力と業務改善による経営健全化の推進 
   広域連携等によるスケールメリットの追求や、近隣事業体との積極的な情報交換

を通じて他団体のコスト削減事例等を参考に導入を図るとともに、自己⽔の有効利
用や県営⽔道料金の抑制をはじめとした継続的な経営努力・業務改善を徹底し、将
来にわたる経営の安定化と健全化の維持・向上に引き続き努められたい。 

 
（２）使用者の理解を深めるための積極的な広報・PR の推進 
   ⽔道事業体として真摯に取り組んでいる経営努力や経費削減の成果については、

現状、多くの使用者に十分に伝わっていない側面が見受けられる。使用者の理解と
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協力が得られるよう、わかりやすさを最優先とした広報活動を展開し、事業の取り
組みや経営状況についての周知・PR により一層努められたい。 

 
（３）適切な資産管理と防災基盤の整備 
   将来への持続可能な⽔道事業を確立するため、資産の健全性を保つ適正な資産維

持費の算入を行うとともに、南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備え、⽔道施設
及び管路の耐震化対策を着実に進め、安全で安心な⽔道⽔の安定供給体制の構築に
努められたい。 

 
４ おわりに 
  本⽔道事業は、昭和 47 年に尾張北部⽔道企業団として発足して以来、幾多の変遷

を経て、平成 14 年には丹羽消防組合との統合により、現在の丹羽広域事務組合とな
り、⻑きにわたり地域住⺠の⽣活と産業を支える基幹インフラとして、安全で安心で
きる⽔道⽔の供給にたゆまぬ努力が重ねられてきた。 

  しかしながら、節⽔型社会の定着や人口減少等に伴う有収⽔量の減少、更には老朽
化した施設の更新需要の増大や物価高騰等に加え、近年激甚化する自然災害への迅速
かつ的確な対応等、現状を取り巻く経営環境は極めて厳しい状況にある。このような
時代だからこそ、これまで培われてきた質の高い⽔道技術を確実に維持・発展させ、
変化する社会情勢に柔軟に対応しつつ、常に使用者に信頼される⽔道であり続けるこ
とが強く求められる。 

  本⽔道事業におかれては、この答申の趣旨を十分に踏まえ、施設や管路の耐震化を
はじめとする災害対策を推進するとともに、丹羽広域事務組合⽔道事業が健全経営を
維持した上で、将来にわたり安全かつ強靭な⽔道を次世代へと確実に引き継がれてい
くことを切に要望する。 
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 開催日 審 議 の 概 要 

令
和
８
年
度 

第１回 4 月 22 日 

管理者からの諮問 
スケジュールの確認 
答申の概略説明 
公営企業と料金の仕組み 
課題の整理 
目標の確認 

第２回 6 月 24 日 

今回のテーマ 
前回（第 1 回）の主な内容 
財政計画の見直し 
収入増・経費抑制の取組みと効果 
料金改定の必要性 
近隣事業体との比較 
愛知県内水道使用量別水道料金ランキング 

第３回 7 月 21 日 

これまでの審議内容について 
今回のテーマ「水道料金の体系案について」 
水道料金の体系について 
費用ごとの性質と考え方について 
基本料金と従量料金の割合について 
水道料金体系案について 
答申書案について 

第４回 8 月 25 日 答申書案について 
※ 答申書案については、2 回の文書審査を経て決定した。 
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